本件裁判の論点と原告の主張の一覧表

第1、主要な争点

１、ディフェンシン耐性菌の出現・流出・伝播

論点
原告の主張
備考

(1)、ディフェンシン耐性菌が出現する可能性について



　　　　　　　　　　　　　　
(1)－１、《本GMイネはカラシナに比してディフェンシンを大量に生産するものではない》かどうか。
【結論】　本GMイネはカラシナに比してディフェンシンを大量に生産するものである。

【理由】

　債務者自身が、農林水産大臣および環境大臣にあてて提出した第一種使用規程承認申請書（甲１）にそのように記載しているからである。

つまり、同申請書の「（６）宿主又は宿主の属する分類学上の種との相違」（12頁）において、「導入遺伝子を強力に発現させるために、イネ由来の新規プロモーターを連結している」と記載し、本GMイネがディフェンシンを常時大量に生産するように加工してあることをその特徴と記載し、また、導入遺伝子が実際に常時発現していることをノーザン解析で確認（同申請書11頁（４）ニ）している。さらに、本GMイネが病原菌抵抗性を示すということは、抵抗性を示すに十分なまたはそれ以上の量のディフェンシンを生産していることを物語るものだからである。

つまり、本GMイネは、ディフェンシンを常時大量に生産することで、多種類の病原菌に抵抗性を示すことを「利点」とするイネであり、これまで、そのことを債務者自身が強調してきたのである。
甲20。金川意見書２～３頁。

　
(1)－２、《本GMイネの細胞内部で生産されたディフェンシンがイネの外部に出る可能性がない》かどうか。




(1)－２－１、ディフェンシンはイネの外部に出るかどうか。
【結論】以下の科学的に公知な理由により「イネの外部に出る」ことが認められる。

【理由】

１、そもそもディフェンシンは「分泌型たんぱく質」であり、まず、分泌小胞に運ばれて、細胞内から細胞膜の外に放出される（甲23。特別抗告理由書別紙２図面参照）。

２、次に、細胞膜の外に放出されたディフェンシン（大きさ約２ナノメーター）は、20～40ナノメーターの籠状の細胞壁の間をらくらく通過できる（甲23。特別抗告理由書別紙３図面と本文下から10行目参照）。

３、なお、たとえディフェンシンがマイナスに荷電した細胞壁と結合したとしても、(1)－２－３で後述する通り、水田の水にはマイナスの荷電を中和するイオンが十分に存在するため、細胞壁の荷電が中和されて、細胞壁に結合したディフェンシンが解離して、水田中に流出する。
甲23。2005年11月4日付特別抗告理由書12頁(5)



４、現に、債務者提出の黒田報告書にも「遺伝子の構造から分泌シグナルをもつのでイネの細胞内で生合成されたディフェンシンは細胞（膜）外に分泌されます」（原告準備書面(1)別紙３。１頁９～10行目）と記載されている。





(1)－２－２、《植物の細胞壁の構造的な特徴を理由とするもの。つまり、細胞同士をつなぐ細い通路（プラスモデスム）の直径は20～40ナノメーターであり、そこを通過できる物質の大きさは分子量に換算して800以下のサイズであるところ、カラシナディフェンシンの分子量は約5、700であって、大きすぎてこの通路を物理的に通過することができず、従って、ディフェンシンの大きさという点から、イネの細胞外および植物対外への分泌は考えられない》かどうか。

（原告準備書面(1)別紙３。黒田報告書1頁下から4行目～２頁６行目参照）
【結論】初歩的なレベルで二重に誤っている。

【理由】

第1に、ディフェンシンが細胞同士をつなぐプラスモデスムを通過したところで、あくまでも隣の細胞膜の内部に移動するだけであって、これをなんべんくり返したところで細胞膜の外に出るわけではなく、そもそもこの議論自体が失当だからである。

第２に、分子量約5、700のカラシナ・ディフェンシンの直径は、約２ナノメーターであり（分子量がほぼ同じインシュリンの直径を示した甲23の特別抗告理由書別紙１図面参照）、黒田報告書も認める通り、細胞膜の外に分泌されたカラシナ・ディフェンシンは、間隔が20～40ナノメーターの細胞壁の籠状の間（甲23の特別抗告理由書別紙３の本文下から10行目以下参照）をらくらく通過できるからである。


甲23。2005年11月4日付特別抗告理由書11頁(5)


(1)－２－３、《ディフェンシンとマイナスに荷電した細胞壁とのトラップ（結合）を理由とするもの。

つまり、「ディフェンシンは塩基性の蛋白質であり、マイナスに荷電した細胞壁と結合し、解離しない》かどうか。（原告準備書面(1)別紙３。黒田報告書1頁冒頭～参照）
【結論】科学的に公知なレベルで完全な間違いである。

【理由】金川意見書（甲20）が指摘する通り、

「これは科学的に公知な事実ですが、水田の水にはCa２＋、Mg２＋、Na＋、　K＋など、マイナスの荷電を中和するイオンが十分に存在するので、これらのイオンで細胞壁の荷電が中和され、結合したディフェンシンが容易に解離し、溶出するからです。」（３頁ｂ）


甲23。2005年11月4日付特別抗告理由書12頁(5)


(1)－２－４、ディフェンシンが本GMイネの茎葉から水中に溶出しないことを確認した債務者の実験（原告準備書面(1)別紙３。黒田報告書２頁７行目以下）は正しいか。
【結論】その実験方法は不合理なものであり、到底正しいとは言えない。

【理由】

１、本来なら、水田と同じく、Ca２＋、Mg２＋、Na＋、K＋などが存在する水を使用して、ディフェンシンが溶出するかどうかを調べるべきなのに、本実験ではこのようなイオンを一切含まない超純水に浸すという不可解な溶出方法を用いており、ディフェンシンが溶出しにくい条件をわざと選んだのではないかと疑われても仕方ない。
２、夏の水田での溶出が問われているのに、溶出実験の水の温度が１０℃というのも不可解である。

３、本来なら、ディフェンシンを意図的に加えた水を，本実験と同様にろ過し，これで本実験と同様に培地を作成し，同様にいもち菌を植えることにより，抗菌性を確認するというポジティブコントロール実験と一対でなければ、意味のある実験にならないところ、本実験ではポジティブコントロール実験がなく、非常識というほかない。
甲19。金川陳述書(3)４～５頁


(1)－３、イネの外部に出た大量のディフェンシンに対し、ディフェンシン耐性菌が出現する可能性　




(1)－３－１、ディフェンシン耐性菌の出現を報告した２つの論文（甲29、30。以下、本論文という）に対する債権者の理解：《債権者は本論文を「自然界でのディフェンシン耐性菌の出現を報告した論文」と理解し、主張した》かどうか（原告準備書面(1)別紙２。黒田陳述書１頁８行目以下参照）。
※注釈：この論点だけは事実の有無の争いではなく、「或る事実（ここでは本論文の内容）について債権者及び債権者側（甲19。金川陳述書(3)）がどういう理解をしたか」という特異な論点である。なにゆえこれを取り上げたかというと、それは、第1に、「債権者側は甲29、30の２つの論文の内容を『自然界でのディフェンシン耐性菌の出現を報告した論文』と自分の都合のいいように曲解して理解し、その曲解に基づいてディフェンシン耐性菌出現の可能性を主張している」旨債務者及び債務者側（黒田陳述書）が主張し、不幸にして、一審裁判所もこの誤った債務者の主張をそのまま認定してしまった（決定20頁４行目）からであり、

第2に、甲29、30といった論文こそディフェンシン耐性菌出現の可能性を推認する最も有力な証拠であり、いわば本裁判のクライマックスである。よって、こうした論文に関連する本論点のごとき誤った理解、曲解の類については、原告としてはいささかもゆるがせにできないからである。

【結論】《債権者は本論文を「自然界でのディフェンシン耐性菌の出現を報告した論文」と理解し、主張した》ことは一度もない。

【理由】

言うまでもなく、本論文は実験室内においてディフェンシン耐性菌が出現したことを記載した論文である。

そして、債権者も正しく「１．実験室でのディフェンシン耐性菌の作成方法」と紹介してきた（債権者準備書面(8)11頁）。また、債務者が指摘する金川陳述書(3)の２(1)においても、「自然界でのディフェンシン耐性菌の出現を報告した論文」とはどこにも書いていないからである。


甲18。木暮意見書３～４頁。

甲19。金川陳述書(3)１～３頁。


(1)－３－２、《甲29と30で報告された実験は、耐性菌の生育を可能にさせるため、他の生物相等の環境影響の存在しない、およそ自然界とはかけ離れた、特殊な、人工的環境の下で行ったもので、この実験から、自然界で容易に、ディフェンシン耐性菌が出現するという主張の根拠にはならない》かどうか（原告準備書面(1)別紙２。黒田陳述書２頁第２参照）。
【結論】

これらの論文は、自然界で容易にディフェンシン耐性菌が出現するという主張の根拠になる。

【理由】

１、第一に、債務者は、「他の生物相の環境影響の存在」の違いを強調するが、しかし、木暮意見書（６頁(ⅰ)）が指摘するように、生物と他の生物との相互関係は「排他的に働く場合、協調する場合、何の影響もない場合」と多種多様であって、微生物間の共生関係も多くの例があり、それゆえ、科学的には、他の生物相が存在することが、耐性菌の出現を促進するのかそれとも抑制するのかは一概に言えない。

２、第二に、債務者は、他の生物相以外のものについて、たとえば最も典型的なものとして「餌の環境影響の存在」の違い、すなわち「実験室での人工の餌」と「自然界での餌」の違いも強調するが、しかし、木暮意見書（６頁(ⅲ)）が指摘するように、どちらが「耐性菌の出現を促進するか」は一概に言えない。なぜなら、「人工的なエサだけよりも、多様なエサがある自然界の方が、多様な菌が生育して、耐性菌出現に有利な場合も出てくるから」であり、また、一般に、水田土壌１グラム中には数億個ないし数十億個の微生物が存在できる程度のエサになる物質が存在しており、むしろ本野外実験の水田のほうが「実験室での人工の餌」よりも耐性菌出現に有利な条件がそろっているとも言えるからである（金川陳述書(3)５頁2行目以下。甲19）。

３、第三に、債務者からの指摘ではないが、木暮意見書（７頁(ⅳ)）が指摘するように、甲30の実験で、「突然変異誘発剤（エチルメタンスルフォン酸：EMS）を用いると耐性菌の出現頻度が８倍になった」と報告されているが、本野外実験のような「自然界」でも、この突然変異誘発剤EMSに匹敵する、突然変異を誘発する強力なものとして紫外線が存在する。このため、（突然変異誘発剤を使用しない）「室内実験」より「野外実験」のほうが、むしろ、「耐性菌の出現を促進する」と言うことができる。

４、従って、木暮意見書（甲18）が指摘するように、甲29と30には、「菌とエサとディフェンシンを混ぜて放置するだけで、耐性菌が出たと書いてあるのですから、自然界でもこの三者が混じり合えば、耐性菌が出るだろうと予想するのが合理的」（６頁(ⅲ)）であり、この三者が混じり合う条件下にある本野外実験もまたこれと同様、耐性菌が出ると考えるべきだからである。　


甲23。2005年11月4日付特別抗告理由書９～10頁。

甲18。木暮意見書６頁(ⅲ)


(1)－３－３、《ディフェンシンは、土壌に埋没されれば、蛋白質分解酵素をもつ微生物群によって分解され、ある種の有機塩素系加工物や重金属のように蓄積されたり、水中に移行して広い範囲の微生物に影響を与えることはない》かどうか（原告準備書面(1)別紙１。高木陳述書７頁11行目以下参照）
【結論】この見解は正しくない。

【理由】

　確かに、一般論として、ディフェンシンは、「蛋白質分解酵素をもつ微生物群によって分解され、ある種の有機塩素系加工物や重金属のように蓄積され」るものではないのはその通りである。

　しかし、ディフェンシンの全部が、イネの外に分泌されるやいなやすぐに分解されて無効になってしまうものではなく、それゆえ、微生物による分解は、ディフェンシンが耐性菌の出現をもたらすに必要なだけの広さ、すなわち、組換えイネの近傍に拡散する妨げになるものでは ないからである。水田全体にイネが植えられ、その１本１本が、ディフェンシンを生 産し続けるのであるから、ディフェンシンがイネの近傍へ出るだけで、水中の広い範囲の微生物に影響を与えることになるのである。

　また、この分解自体、蛋白質分解酵素をもつ微生物とディフェンシンとの接触なしには起こらないものであり、この微生物とディフェンシンとの接触を通じて、ほかならぬ耐性菌の出現につながるからである。
2006年1月30日付原告準備書面(1)10頁6行目以下

(2)、ディフェンシン耐性菌の危険性について




(2)－１、本野外実験において出現する可能性のあるディフェンシン耐性菌の種類・範囲：《いもち病菌などのイネの病原菌だけか》（原告準備書面(1)別紙３。黒田報告書３頁２参照）
【結論】

本野外実験において、いもち病菌などのイネの病原菌だけではなく、他の植物の病原菌やヒトの病原菌も含む多種多様の微生物がディフェンシンに対して耐性を持つ可能性がある。

【理由】

もともと水田には、いもち病菌などのイネの病原菌だけでなく多種多様の微生物（他の植物の病原菌やヒトの病原菌も含む）が生息しており、本野外実験でも、それらの微生物が水田でディフェンシンと接触することにより、ディフェンシン耐性を持つと考えられるから。

また、たとえディフェンシン耐性を獲得した微生物が非病原菌であっても、水田内において、または水田から耐性菌が流出した後に、耐性菌の持つディフェンシン耐性遺伝子を他の菌が取り込んで、様々な種類の菌（ヒトへの病原菌も含まれる）が耐性を獲得すると考えられるから。


甲20。金川意見書６頁(7)。


(2)－２、出現する可能性のあるディフェンシン耐性菌はどのような危険性をもつか。
【結論】動植物に対する重大な脅威となる。

【理由】

　ディフェンシンは、病原菌に対する第1弾目の防御機構として重要な役割を果たしており（甲３。229頁参照）、これを突破する耐性菌は大きな感染力を獲得することになり、他方、(2)-1で前述した通り、本野外実験において出現する可能性のあるディフェンシン耐性菌の範囲は、イネの病原菌のみならず他の植物の病原菌やヒトの病原菌も含む多種多様の微生物に及ぶので、これらのディフェンシン耐性菌は、以下に詳述する通り、動植物に対する重大な脅威となる。

1 カラシナへの影響

ディフェンシン耐性のカラシナ病原菌がカラシナに付着した場合、この耐性菌はカラシナディフェンシンの攻撃に耐えて、カラシナへ侵入し、そこで爆発的に増殖するおそれが出てくる。

②植物への影響

　カラシナと近縁のナタネ、ハクサイ、キャベツ、コマツナ、ダイコンなどのディフェンシンの構造は、カラシナと少し違うだけなので、これらの植物が、カラシナディフェンシン耐性菌の被害を受ける可能性は非常に高い。また、その他の野生の植物においても、たとえそのディフェンシンの構造がカラシナ・ディフェンシンと異なっていたとしても、(2)－４で後述する通り、作用機構が同じであるなら、ディフェンシン耐性菌により大きな被害を受け、従って、ディフェンシン耐性菌が生態系に計り知れない打撃を与えてしまうおそれがある。

③ヒトを含む動物への影響

ヒトの病原菌がカラシナ・ディフェンシン耐性を持つ可能性があり、(2)－４で後述する通り、カラシナ・ディフェンシンの作用機構次第では、カラシナ・ディフェンシン耐性のヒト病原菌がヒト・ディフェンシンにも耐性を持つ可能性があり、本GMイネの栽培は、高感染性の病原菌の出現と蔓延という未曾有の災害をもたらすことにつながりかねない。

また、このことは、ヒト以外の動物への病原菌についても同様である。


甲３。被告職員川田元滋氏、黒田陳述書及び黒田報告書作成者の黒田秧氏らの論文229頁。

甲４。金川陳述書２頁。

甲18。木暮意見書11～12頁




(2)－３、《ディフェンシン耐性菌に対しては、現行農薬に対する耐性菌ではないため、現行農薬で十分対処できる》かどうか。
【結論】現行農薬で対処できる問題では全くない。

【理由】

債務者はイネのことしか考えておらず、債権者が問題にしているディフェンシン耐性菌の生態系および人類に対する脅威について何も考えていないからである。
2005年７月11日付債権者準備書面(2)12頁下から３行目～


(2)－４、ヒトへの影響１

《カラシナ・ディフェンシンとヒト・ディフェンシンとは構造が異なる以上、カラシナ・ディフェンシンの耐性菌がヒトに影響を与えない》かどうか（原告準備書面(1)別紙１。高木陳述書３頁4行目参照）。
【結論】カラシナ・ディフェンシンの耐性菌はヒトに影響を与える可能性がある。

【理由】

ここで重要なのはディフェンシンの構造ではなく、ディフェンシンの作用機構である。つまり、そのディフェンシンが微生物のどの部分を攻撃するかがポイントとなる。なぜなら、もし、カラシナ・ディフェンシンとヒト・ディフェンシンが微生物の同一部分を攻撃するのであれば、微生物が変異して、カラシナ・ディフェンシンで攻撃される部分の構造を変化させれば、その耐性菌はヒト・ディフェンシンに対しても耐性を持つことになるからである。

現に、フジイロテンジクボタンのディフェンシンに耐性の酵母は、マロニエが作るディフェンシンにも、チョウマメが作るディフェンシンにも、同レベルの耐性を示したと報告されている（疎甲８２号証の論文）。　

また、一般的に、ディフェンシンを含む全ての抗菌タンパク質は、プラスに帯電していて、このために、マイナスに帯電している微生物の細胞表面にくっつきやすいという共通の性質を有している。そこで、たとえば、手術後感染で有名な黄色ブドウ球菌（メチシリン耐性を持つもの（MRSA）が院内感染で問題となる）などの様々な病原細菌は、膜にプラスに帯電したタンパク質の量を増やすことで、ディフェンシンなどあらゆる種類の抗菌タンパク質に対する耐性を獲得している。このことからも明らかな通り、ディフェンシンの構造の違いは、ディフェンシン耐性菌に感染するかどうかの決め手とならず、作用機構の違いが決め手である。
甲19。金川陳述書(3)３～４頁。

甲23。Nature掲載の論文（訳文２頁下から６行目以下）


(2)－５、ヒトへの影響２

《ヒトは免疫系、インターフェロン系、蛋白系の防御系など多重の自己防衛系を有しており、ディフェンシン耐性菌は脅威とならない》かどうか（原告準備書面(1)別紙１。高木陳述書２頁末行目以下参照）。
【結論】それは明らかに間違った見解である。

【理由】

　ディフェンシンは、病原菌に対する第1弾目の防御機構として重要な役割を果たしており、これを突破する耐性菌は大きな感染力を獲得することになり、大きな脅威になるからである。現に、本野外実験のチーム長で被告職員の川田元滋氏及び黒田陳述書及び黒田報告書作成者の黒田秧氏も、ディフェンシンの論文中で「高等動物は病原菌などに対する非常に高度な防御機構として免疫系などを備えているが、昆虫や植物、とりわけその性質上移動の困難な植物については、外敵からの攻撃に対する抗菌蛋白質の重要性は大きいと考えられる」（甲３の論文229ページの右の第２段落）とディフェンシンの重要性を強調している。

さらに、ディフェンシンの重要性を明らかにする証拠として、マウスにサルモネラ菌を与えた実験があり（金川意見書10頁文献１。８頁(8)。甲20）、これによっても、ディフェンシンが第1弾目の防御機構として重要な役割を果すことが明白である。


甲20。金川意見書８～９頁。

甲18。木暮意見書２～３頁


(2)－６、《今まで、カラシナ・ディフェンシンから耐性菌が問題となったことがない以上、今回もまた問題ない》かどうか（原告準備書面(1)別紙１。高木陳述書４頁第３段落参照）。
【結論】それは明らかに間違った見解である。

【理由】

本野外実験は、以下に述べる通り、人工的な遺伝子の組合せにより常時大量のディフェンシンを生産するように加工した、これまであり得なかった生物を栽培する実験であり、それゆえ、本野外実験において、過去の事実から将来を予測することはできず、自然状態でこれまで耐性菌の問題がなかったという事実は、全く今後の参考にならないからである。すなわち、

自然状態では、カラシナは、病原菌の攻撃という事態に対応して必要量のディフェンシンを生産するように調整しているが、これに対し、本GMイネは、カラシナディフェンシン遺伝子とイネの緑葉組織特異的発現プロモーターとを結合して導入することにより、ディフェンシンを常時作り続けるように加工してある（甲１号証11頁(４)ニ参照）。

つまり、イネにとってディフェンシンが不必要な状況でも、ディフェンシンを常に生産しており、しかも、本GMイネが病原菌に強くなっているということは、病原菌を撃退できる量またはそれ以上のディフェンシンを常に生産していることを意味する。このように、本GMイネは、過去にはあり得なかった人工的な遺伝子の組み合わせを行うことにより、常時多量のディフェンシンを生産するように加工したイネである。耐性菌が出現するか否かは、微生物と抗菌物質との接触頻度に依存するものであって、本野外実験において、常時多量にディフェンシンを作り出す植物を栽培することは、微生物と抗菌物質の接触機会を大幅に増やし、耐性菌の出現を大いに促すことになる。これまでに耐性菌が問題にならなかったのは、ひとえに、このような人工植物を野外に栽培したことがなかったからであり、それゆえ、本野外実験について、過去の事実は全く参考にならない。


甲19。金川陳述書(3)５頁下から2行目～。

(3)、ディフェンシン耐性菌が流出・伝播する可能性の有無
本野外実験では耐性菌流出防止対策を何もしていない以上、耐性菌が出現すれば外部に流出・伝播することは間違いない。


甲20。金川意見書６頁。

(4), ディフェンシン耐性菌出現の意義：ディフェンシン耐性菌は1匹の出現でも問題か、それとも相当数の出現で初めて問題となるのか。
【結論】前者が正しい。

【理由】

有害化学物質と異なり、短時間のうちに細胞分裂をくり返して爆発的に自己増殖する微生物固有の特質を踏まえれば、たとえ1匹でも出現すれば問題である。その菌の増殖条件が整ったときには、その菌が何万匹、何億匹に増えるのに1日とかからないからである。だから、ここでの問題は、たとえ1匹であれ、ディフェンシン耐性菌の出現の可能性があるかどうかであって、「ディフェンシン耐性菌の出現が飛躍的に増加する」か否かではない。

この点、木暮意見書（甲18）も次の通り、指摘する。

「耐性菌は、生き物なのですから、環境が適したならどんどん増殖します。ここが、化学物質などと決定的に異なるところです。耐性菌が１匹出現すれば、それが何万匹、何億匹に増えるのに、大した時間を必要としません。たとえば、大腸菌の場合は、２０分で２倍に増えますから、１時間後には８倍、５時間後には３万倍、１０時間後には１０億倍になります。大腸菌のように増殖が早い菌でなくても、たとえば、１時間で２倍になる菌なら、１０時間で１０００倍、２０時間で１００万倍、３０時間で１０億倍になります。本野外実験では、水田にディフェンシンがあるのですから、ディフェンシンに感受性の菌は活性が抑えられて増えません。その分、ディフェンシン耐性菌には増殖の余地が大きくなります。ですから、耐性菌が１匹出現するだけで、それが大いに増殖する可能性があります。」

（９頁３）

　なお、上記意見書は、もっぱら水田内での増殖について述べているが、増殖の問題はこれにとどまらない。水田外に１匹の耐性菌が流出した場合でも、流出後に増殖して大きな被害を出すおそれがあるからである。たとえば、ディフェンシン耐性のカラシナ病原菌が１匹流出して、カラシナに付着した場合、ディフェンシンの攻撃に耐えてカラシナに侵入し、大いに増殖して大きな被害を出すと予想される。


甲18。木暮意見書９頁３。

2005年８月25日付債権者準備書面(8)13頁(4)



２、交雑の可能性

論点
原告の主張
備考

(1)、債務者が主張する３つの交雑防止策のうち、①距離的隔離、②物理的隔離策の大前提の論点




(1)－１、イネの花粉の受精能力の保持時間（＝寿命）はどれくらいか。なぜなら、この時間によって、必要な①距離的隔離、②物理的隔離策の中身も全く異なってくるから。
1、 債務者の主張する「５分説」について

【結論】誤りである。

【理由】

「５分説」の論拠となる研究論文はいずれも、生物学的にみてイネの1粒1粒の花粉がどれくらいの時間、受精能力を有するのかを問うたものではなく、もっぱら、イネの品種間交雑育種における人工他家受粉の見地からみて受精能力を有する花粉の割合が高く確実に雑種個体を得ることができる時間はどれくらいまでか、を問うたものでしかないからである。

２、「50時間説」について

【結論】これを非科学的なものとして排斥することができない。
【理由】

「生物学的にみてイネの花粉には開花・開葯(＊)後どれくらいの時間が経過しても、受精能力を有する花粉が含まれているのか」という本件において必要な観点から考察した場合、「50時間」という見解を非科学的なものとして排斥することができない（その詳細な理由については、甲15の生井陳述書14～17頁参照）。

· 開葯：葯（花粉の詰まった袋状のもの）が開くこと。これによって花粉の放出が始まる。


甲23。2005年11月４日付特別抗告理由書７頁下から８行目～

甲15。生井陳述書14～17頁。

2005年９月20日付債権者準備書面(11)３頁13行目以下。

2005年８月25日付債権者準備書面(8)８頁11行目～




(1)－２、上記(1)－１の前提の論点として、

「イネの花粉の受精能力の保持時間」とは、生物学的に見た受精能力のことか、それとも人工受粉という特定の目的に用いる場合に適切なイネの花粉の寿命のことか。
【結論】前者である。

【理由】

　(5)で後述する通り、凡そ１個の他家受粉花粉でも交雑するかどうかが問われる本件では、言うまでもなく、人工受粉が想定するような生命力ある元気な花粉に限定されず、どんなひ弱な花粉であろうとも、いやしくも受精能力さえ保持しているものならばこれらをすべて前提にして、一般イネとの交雑の可能性を問題にしなければならない。
甲23。2005年11月４日付特別抗告理由書８頁(2)

2005年９月20日付債権者準備書面(11)４頁(3)

(2)、距離的隔離策：債務者が2005年、実際に行なった距離的隔離の交雑防止策が、交雑防止として完璧なものか。


【結論】全く不完全なものである。

【理由】

１、債務者が拠り所にする農水省の「第１種使用規程承認組換え作物栽培実験指針」の根拠薄弱について

上記栽培実験指針検討会が、花粉飛散による交雑防止に必要な距離を出す根拠にしたのは、わずか５つの検出例である（甲47）。その上、５つの検出例のうち、最大の交雑距離を検出したとされる事例で調査したイネの株数は2株のみである（甲48。40頁第９表の調査株数）。これでは「現時点では安全性や環境への影響に関する基礎研究が乏しすぎる」（生井兵治氏のコメント。甲63）。

実際、この指針が作られた翌年（2005年）４月12日には、新しい交雑距離の検出結果が出たという理由で、当初の20mが26mに延長され（甲13）、その翌年（2006年）には再び30mに延長が予定されている。また、2005年3月、北海道で制定された「遺伝子組換え作物の栽培等による交雑等の防止に関する条例」の「施行規則」（2005年9月公布）では、道内の調査で150ｍまで自然交雑が確認されているので、とりあえずその二倍の300mとされ、これとて暫定的なものであることを前提に、さらに3年後の見直しに向けて実証実験を行なうとしている。交雑について未解明な部分が多いことを認めたもので、農水省の上記指針自体が十分な科学的検証に耐えうるものではないことは明白である。

2、 債務者の採用した220ｍの隔離距離の根拠薄弱について

　もともと花粉の飛散距離は、「重力、風、上昇気流という流体力学的な３要素によって定まる」ものであり（生井論文「植物集団間の自然交雑と隔離に関する受粉生物学的考察 (6)652頁。疎甲30）、

「基本的には空中花粉が受精力を保持した花粉流動距離の限界は、日中に風速５m／秒の風が３～6時間吹いたとして50～100ｋｍである。上昇気流に乗った場合には、空中花粉は速やかに８～12ｋｍ上空にまで達し25～50ｍ／秒の風に乗り数時間の間に花粉流動は数百ｋｍにも及ぶことになる」（同652～653頁）

なおかつ(1)で「50時間」説を採用する以上、220ｍ程度の隔離距離で交雑を完全に防止できるという主張はおよそ非科学的なものと言うしかない。


2005年７月11日付債権者準備書面(2)４頁10行目～

2005年８月10日付債権者準備書面(７)３頁10行目～

(3)、時間的隔離策：債務者が2005年、実際に行なった時間的隔離の交雑防止策が、交雑防止として完璧なものか。


【結論】全く不完全なものである。

【理由】

債務者自身、当初の「ＧＭイネの開花は８月２０日から９月３日であるのに対し、周辺の一般イネは８月１日から１５日で、５日間の間隔を設定」という主張をその後修正し、「ＧＭイネについては８月２１日から９月３日頃、周辺イネについては８月７日から８月２０日頃」とした（債務者準備書面(2)）。

その結果、開花時期の相違は１日だけとなった。しかも、債務者の担当者も審尋の席で認めた通り、個々のイネには開花時期に個体差がある。

よって、上記の期間を超えて開花するイネも当然に発生する。つまり、開花時期に相違をもうけ交雑を防止するという債務者の意図は完全に失敗に帰した。


2005年８月10日付債権者準備書面(７)３頁下から４行目～

(4)、物理的隔離策：債務者が2005年夏、実際に行なった物理的隔離の交雑防止策が、交雑防止として仮処分事件一審裁判所が求めたような完璧なものか。
【結論】全く不完全なものである。

【理由】

　このとき債務者が行なった交雑防止策は一審裁判所が求めたようなものとは全く異なり、交雑防止として不十分極まりなく、これでは交雑の可能性は大いにある。具体的には、天明陳述書(2)（甲43）で明らかにされた通り、

(1)、イネに被せたパラフィン袋が、至るところで、傷がつき、穴が開き、袋からイネの葉が飛び出しており（甲43別紙１）、こうした穴は、たとえ1cm2　ほどの小さなものであっても、直径0.04㎜～0.02㎜のイネの花粉にしてみれば、約8～30万倍の巨大な穴であり（４頁2行目以下）、そこから容易に花粉が外に飛び出していく。

(2)、「５分説」を前提に、「午後には花粉が交雑能力を完全に喪失した状態となっていることが科学的に明らかであ」り、「午後３時以降にイネの観察を行なう」（債務者準備書面(3)２頁３(2)）としたが、正しく「50時間」説に立脚した場合、午後３時以降に袋を外すのでは、交雑能力を持つ花粉が外に飛び出す可能性が極めて大である。

(3)、本野外実験のひとつとして、既に8月1日に刈り取った本GMイネについて、その後、二番穂が生じ、花が咲いたが、にもかかわらず、債務者は、確約に反し「再度刈り取ること」をしないで放置しており（甲43別紙３）、その結果、袋も何の防止策もしていない二番穂から花粉が飛散し、自然交雑するのは火を見るより明らかである。


甲43。天明陳述書(2) 

2005年９月20日付債権者準備書面(11)５頁９行目～



(5)、交雑防止策の意義：１粒の花粉の交雑すら防止すべき完璧なものでなくてはならないか、それとも相当数の花粉の交雑防止で足りるか。
【結論】前者である。

【理由】

　有害化学物質と異なり、自己増殖という生物固有の特質を踏まえれば、１粒の花粉の交雑すら防止すべき完璧なものでなくては意味がない。

　たとえ１粒のGM種子でも、５年後には約28兆粒のGMイネが可能となり、その危険性は明々白々である（天明陳述書４頁。甲42）。また、１％の交雑の場合なら、「一穂、約100粒で１粒交雑していることになります。一坪で1,200粒。１０ａで約40万粒。　50aでは200万粒、１haでは400万粒が交雑する可能性がある」（同頁３行目）。


甲42。天明陳述書３～４頁

３、カルタヘナ法違反――本野外実験の第1種使用規程の承認手続の瑕疵――

論点
原告の主張
備考

(1)、コマツナ由来の導入遺伝子をカラシナ由来と偽って本実験承認の申請を行なった点




(1)－１、本来ならば、承認申請書にディフェンシン遺伝子がコマツナ由来と書くべきところ、これとは別種の植物であるカラシナ由来と記載して、本野外実験の承認を受けたのではないか。
【結論】その通りである。

　しかも、これは遺伝子組換え実験の安全性審査において最も基本的で重要な事項である「導入した遺伝子」に関する記載であり、専門家であればこの点で間違う筈がなく、その意味で故意に偽ったとしか言いようがない。

【理由】

１、債務者の承認申請書（甲１）の５頁終わりには、

「『いもち病及び白葉枯病抵抗性イネ（DEF 、Oryza sativa L.）(AD97) 』（以下、本組換えイネという）の作出に用いた供与核酸を表１ に示した。」

と書かれていて、6頁記載の表１によれば、ディフェンシン遺伝子について、以下のように書かれており、カラシナ由来の遺伝子ということになっている。
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しかし、この欄の一番下に記載されているGenBank/EMBL/DDBJ  BD285518（国際 DNA データバンクの登録番号）に登録されているディフェンシン遺伝子の塩基配列は、atggccaagt ttgtgtctat cattgcc‥‥であって、コマツナ由来のディフェンシン遺伝子の塩基配列と完全に一致し、カラシナ遺伝子とは一致しないからである。

２、さらに、GenBank/EMBL/DDBJ  BD285518には、参考文献として公開特許公報2003-88379-A（2003年3月25日）が記載されており、この公報の【0026】には、このディフェンシン遺伝子（公報の配列番号３）がコマツナ由来であると記されているからである。

（以上、金川報告書。疎甲115）。

　ちなみに、仮処分事件の二審裁判所も債権者のこの主張を認めた（決定4頁４行目以下）。


甲58。金川報告書

2005年９月20日付債権者準備書面(11)12～13頁


(1)－２、上記の虚偽は重大な瑕疵であり、カルタへナ法違反ではないか。
【結論】重大な瑕疵であり、カルタへナ法第４条１項に違反する。

【理由】

１、たとえ同じアブラナ科の植物とはいえ、コマツナとカラシナでは分類学上の種が異なり、ディフェンシン遺伝子の配列も異なっていて、それゆえ、コマツナとカラシナのディフェンシンでは、いもち病菌等に対する作用の強さも異なる。

２、現に、これらの特許でも作用が異なれば別々に保護されており、別々の評価を受けている。

３、したがって、遺伝子組換え実験の安全性の確認についても、コマツナとカラシナでそれぞれ別個独立に検証しなければならない。

４、他方、カルタヘナ法は、「‥‥遺伝子組換え生物等の第一種使用等をしようとする者は、遺伝子組換え生物等の種類ごとにその第一種使用等に関する規程（以下「第一種使用規程」という。）を定め、これにつき主務大臣の承認を受けなければならない。」（第４条1項）と定めている。ここで、導入した遺伝子が異なればそれは異なる種類の遺伝子組換え生物であり、遺伝子組換え生物等の種類ごとに第一種使用の申請を行う必要がある。

５、ところで、債務者の承認申請書（甲１）について、第二審裁判所の決定によれば、債務者が承認を受けたのはコマツナ・ディフェンシン遺伝子を導入したGMイネである（決定４頁４行目以下）。従って、もし債務者がこれとは別にカラシナ・ディフェンシン遺伝子を導入したGMイネで実験を行なうのならば、改めて第一種使用の申請を行ない承認を受ける必要がある。にもかかわらず、その申請も承認もなしに、カラシナ・ディフェンシン遺伝子を導入したGMイネで野外実験を行なうのはカルタへナ法第４条1項に違反すると言わざるを得ない。


甲23。2005年11月４日付特別抗告理由書12頁８(1)

(2)、ディフェンシン耐性菌の出現とその影響という問題について、申請書に一切記載しなかったのは重大な手続違反であり、カルタへナ法違反ではないか。


【結論】重大な手続違反であり、カルタへナ法違反である。

【理由】

　本来、第１種使用規程の承認に際して、審査の重要な対象として、生物多様性影響評価の問題があり、その実施要領（告示。甲14）によれば、本野外実験が殺菌作用を持つディフェンシンの産出に関する実験である以上、当然のことながら、債務者は、ディフェンシン耐性菌の出現とその影響という問題について、申請書に記載し、これについて十分な審査を受けなければならない。

その上、もし申請段階でこの問題が申請書に記載されていれば、本野外実験の承認がおりなかった可能性が高い。

　にもかかわらず、この重大な問題について、申請書に一切記載せず、その結果、審査を担当する学識経験者もこの重大な問題に対する審査を失念したまま、本野外実験を承認してしまった。この点において手続的に重大な違法があると言わなければならない（その詳細は金川陳述書(2)４～５頁。甲16参照）。
甲16。金川陳述書(2)４頁第３。

甲23。2005年11月４日付特別抗告理由書13頁(2)

2005年８月25日付債権者準備書面(8)22～23頁。

2005年９月20日付債権者準備書面(11)12～13頁。

４、予防原則の適用の必要性・その内容

論点
原告の主張
備考

(1)、本野外実験の差止の可否にあたって、予防原則の適用が必要ではないか。
【結論】必要である。

【理由】

１、近時、伝統的な事故の枠組みには収まり切れない次の特質を持つ「新しい事故」が出現するに至り、

1 リスクの不確実性。

2 不可逆性。

3 晩発生。

4 越境性（以上、甲51。99頁参照）

そこで、この新しさを持つ深刻な事態に適応した適切な対処方法が求められ、その吟味の末、見出されたものが予防原則だった。

そして、この４つの新しさをはらんだ事故の典型のひとつがGM事故（本野外実験が直面するのがほかでもないこのGM事故である）だからである。

２、現に、この予防原則は、国際関係では既に数多くの条約、協定に適用されており（甲51。100頁）、本件にも関係する生物多様性条約（1993年）、我が国のカルタヘナ法制定の元になったカルタヘナ議定書（2000年）、EUのカルタヘナ法（2003年）にも次の通り、それが含まれている。

(1)、生物多様性条約　前文

‥‥生物の多様性の著しい減少又は喪失のおそれがある場合には、科学的な確実性が十分にないことをもって、そのようなおそれを回避し又は最小にするための措置をとることを延期する理由とすべきではないことに留意し、‥‥

(2)、カルタヘナ議定書第１条　目的

この議定書は、環境及び開発に関するリオ宣言の原則15に規定する予防的な取組方法に従い、‥‥

(3)、EUカルタヘナ法　前文の22

本規則の適用にあたっては、予防原則が考慮されなければならない。


甲23。2005年11月４日付特別抗告理由書14頁９

(2)、予防原則の内容として、どのようなものがあるか。
【結論】最も重要なものとして、「立証責任の転換」がある。

【理由】

新しく登場する原則の常として、その内容は未だ生成途上にある。しかし、少なくとも、その最も重要な内容として、「立証責任の転換＝安全性の立証責任は開発する側にある」（甲51。101頁。）それは既に、スウェーデンや英国では明記されている（疎甲44「予防原則」242頁）。


同上

第２、前提または間接的な争点
１、本室内実験の評価――本野外実験に先だって行なわれた室内実験の評価について――

論点
原告の主張
備考

(1)、土壌微生物への影響について
【結論】極めて不十分である。

【理由】

ディフェンシンは多種類の微生物に対して抗菌効果を有する物質であり、本GMイネが産出するカラシナ由来のディフェンシンも、いもち病菌だけでなく、様々な土壌微生物に対して抗菌効果を発揮し、影響を与えることがあらかじめ予想される。具体的に言うと、

(1)、本GMイネは、ディフェンシンを葉緑組織特異的に発現するから、葉緑組織である茎と土壌が接する部分において様々な微生物の数の減少が予想される。

(2)、また、イネは湛水して栽培される植物であり、ディフェンシンが細胞外へと分泌される物質であるから、水中に浸かっている茎からのディフェンシンや、雨などで葉や茎から落ちたディフェンシンが、水中へ移行して広い範囲にいる微生物に影響を及ぼすことが予想される。

(3)、さらに、これまでの農業では、殺菌を行う場合には、特定の時期にだけ殺菌剤を撒くという方法で行われるが、これに対し、本GMイネは、常時、抗菌性たんぱく質ディフェンシンを作り続け、これを水中へ撒き散らすことになる。この点がこれまでの殺菌剤と大きく異なる点であり、土壌微生物への影響は、今までになく大きいと予想され、それゆえ、詳細な検討が必要である。

ところで、債務者の承認申請書（甲１）によれば、「土壌微生物数の測定では実質的に有意な変化は１０倍単位で計測されることから、組換えイネの栽培による土壌微生物相への影響は非組換えイネ（どんとこい）の栽培と同程度であると判断された」（14頁）とあり、土壌微生物数の減少が観察されたものの、誤差範囲内であったと判断したようである。

１、しかし、本GMイネにおいては、前述した通り、土壌微生物への影響があらかじめ予想されるのであるから、この程度ではダメであり、もっと慎重な実験を重ねて判断を行う必要がある。

２、その上、土壌微生物を計測するためにどのような手段を用いたのかが記載されていない。本申請書から推定すると、希釈した土壌懸濁液を寒天培地上に塗布して出現したコロニーを数えただけのように思える。しかし、この培養法では全体像がつかめず、土壌微生物への影響については、培養法に加えて、顕微鏡を用いた直接計数や、最近の分子生物学的な新しい方法も駆使して、種類ごとの計数を行い、できうる限りのデータを集めて十分な検討を行うべきである。この点、この分野は専門家が少ないため、審査に当たった学識経験者もよく理解しないで今回の実験計画の審査をし、承認してしまったのではないかと危惧される。

　以上より、今回の実験では、土壌微生物への影響について、事前の室内実験のデータが極めて不足していると言わざるを得ない。


甲４。金川陳述書５～６頁２

(2)、GMイネを土壌にすきこむことが土壌微生物へもたらす影響について
【結論】全く不十分である。

【理由】

　この場合の土壌微生物への影響については何らの予備実験も行われていない。従って、この点について、本野外実験の前に室内実験で確認すべき必須事項である。


甲４。金川陳述書６頁

(3)、ディフェンシンの作用機構について
【結論】全く不十分である。

【理由】

　まず、本野外実験のチーム長の川田元滋氏及び黒田陳述書及び黒田報告書作成者の黒田秧氏らが執筆した論文でも、ディフェンシンの作用機構について次のように指摘する。

《植物型ディフェンシンの作用機作の解析例は限定的であり、不明の点が多い》（甲３。231頁右下から９行目）

《植物由来のディフェンシンは発見から日が浅く、まだまだ未知の領域が多い》（同233頁右本文下から７行目）

１、「ディフェンシンが玄米の外側の緑の部分（果皮）及び胚芽部分には発現しない」かどうか、及び「ディフェンシンがイネの食用部分には移行しない」かどうかについては未だ実証されていない。

　この点について、本野外実験の前に室内実験で確認すべきである。

２、「ディフェンシンが果してヒトの細胞に害が及ばない」かどうかについても未だ実証されていない。

この点についても、本野外実験の前に室内実験で確認すべき必須事項である。


2005年７月11日付債権者準備書面(2)９頁(2)

(4)、「3年間に及ぶ閉鎖系での実験において異常個体をすべて排除し、本野外実験の本GMイネは、すべて異常を確認していないものを選別していることから、この点の安全性は明らか」かどうか。
【結論】

　これだけでは安全性が保障されたとは到底言えず、そのためにはさらに具体的なデータの提示が不可欠である。

【理由】

　生井陳述書（甲15）がいみじくも指摘する通り、

《生物現象を論じる際の最も基本的なことについて、一言、述べておきたいと思います。

生物現象は、固定的なものではありません。これまで紹介してきましたとおり、○か×のいずれかに単純に仕分けできないことだらけなのです。‥‥植物でも動物でも生物現象は固定的な「ピン」と「キリ」だけの世界ではなく、「ピン」と「キリ」との間の連続的な系であり、「ピン」と「キリ」にしても可変性に富み、生物個体（集団）の内的・外的環境によって容易に変化する世界だからです。私は、植物たちの生と性の多様性と柔軟性に学び、「あご・ほっぺ理論」を提唱しました。顔には形状が可変性に富む「あご」と「ほっぺ」がありますが、両者の間に境目はなく連続的です。本来、生物現象は、可変性に富む「ピン」と「キリ」の間の連続的で多様性の高い系であると認識すべきです。私は、このことを顔の「あご」と「ほっぺ」の関係になぞらえて強調したわけです。》（20頁）

《近年の遺伝子組換え技術の急速な実用化に向けた動きは、この「あご・ほっぺ理論」とは対極にあるように思え、育種研究とくに植物育種における受粉生物学の体系化に努めてきた私は、大きな不安を隠しおおせません。一例を挙げれば、却下理由の７ページの（4）本件野外実験の安全性の項のアに、すでに３年間で「異常個体はすべて排除し」、「今回のGMイネは、すべて異常を確認していないものを選別」とありますが、著しい異常株から完全な正常株まで連続的に存在するのに、どうやって真に安全なものだけを選抜したと言えるのでしょうか。》（21頁）
甲15。生井陳述書20～21頁

２、本野外実験の必要性・有用性の不存在

論点
原告の主張
備考

(1)、ディフェンシン遺伝子を導入した本GMイネが有用か。
【結論】有用性は明らかでない。

【理由】

ディフェンシン遺伝子を導入したイネのいもち病および白葉枯病に対する単独および複合抵抗性を検証したデータ、つまり、いもち病菌および白葉枯病を制圧するに足りるだけのディフェンシンの必要濃度がはたして本GMイネで実現されているのかどうか、発現データ（＝ディフェンシンタンパク質の動態）が殆ど示されておらず、データの提示が十分とは言えず、従って、本実験の有用性が明らかでない。


2005年７月11日付債権者準備書面(2)19頁２(1)

(2)、いもち病と白葉枯病対策として従来の品種改良イネでは不十分か。
【結論】従来の品種改良イネで十分である。

【理由】

１、いもち病耐性の品種としてコシヒカリBLのみならずコシヒカリ愛知ＳＢＬ、コシヒカリ富山ＢＬ１～６号、日本晴関東ＢＬ１～６号、ササニシキＢＬ１～８号と枚挙に暇がなく、さらに、いもち病と白葉枯病の両方に耐性をもつ交配品種として、あいちのかおりSBLが開発された（甲63）。

２、そもそもいもち病と白葉枯病とが並存して感染するケースは少なく、同時に耐性を持たせるメリットはリスクに比べて少ない。　


同19頁(2)

(3)、いもち病の被害の程度は甚大か。
【結論】甚大では全くない。

【理由】

いもち病の被害はイネ収穫量全体のわずか1.8パーセント（2001年から2003年の３年間の平均）にすぎないからである（農水省の統計資料。甲64）。


同20頁(3)

(4)、土壌微生物への影響の点について、本野外実験が有用か。
【結論】有用とは言えない。

【理由】

　土壌微生物への影響について、第２、１(1)で前述した通り、室内実験においても不十分な試験しか行っていないと推察される以上、同様の不十分な試験を野外で繰り返したところで、科学的知見の蓄積は得られないからである。


同26頁

３、カルタヘナ法遵守の意味

論点
原告の主張
備考

(1)、我が国のカルタヘナ法を遵守したというだけで、実験の安全性が確保されたといえるか。
【結論】全く言えない。

【理由】

　以下に述べる通り、カルタヘナ法及びそれに基づく告示自体も、イネなどの栽培植物の安全性確保の点からみたとき、極めて不十分と言わざるを得ないからである。

わが国のカルタヘナ法が保全する「生物」とは、その元になった「生物多様性条約」（甲７）やEUのカルタヘナ法（甲61）と異なり、基本的に野生生物だけであって、本件のイネなどの栽培植物や飼育動物は除外している（4条5項参照。甲62）。従って、本GMイネの野外実験の安全性について、野生生物保護を目的としたカルタヘナ法及びこれに基づき制定された告示がそれを十分に担保しているとは到底言えず、よって、これらの法令を遵守したからといって、本GMイネの野外実験の安全性が認められた訳では全くない。

　もっとも、本野外実験がこの不十分なカルタヘナ法すら遵守していないことは、既に第１、３で明らかにした通りである。
2005年７月11日付債権者準備書面(2)30頁ハ

2005年８月１日付債権者準備書面(5)11頁２

以　上
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